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12.金融
　　株価（日経平均株価）は、27,600円台から30,600円台まで上昇した。
　　対米ドル円レート（インターバンク直物中心相場）は、109円台から110円台で推移した。

（％、ポイント、円）

2020年

10－12月 １－３月 ４－６月 ６月 ７月 ８月

コ ー ル レ ー ト 9/14
（ 無 担 保 翌 日 物 ） -0.052 -0.035 -0.046 -0.031 -0.026 -0.016 -0.020 -0.029 -0.036 -0.034 -0.024

ユ ー ロ 円 TIBOR 9/14
（ ３ か 月 物 ） 0.031 -0.034 0.027 -0.051 -0.055 -0.055 -0.065 -0.066 -0.072 -0.072 -0.072

9/14
-0.101 0.002 -0.105 0.030 0.021 0.074 0.074 0.055 0.020 0.015 0.040

株 式 相 場 9/14
東 証 株 価 指 数 (TOPIX) 1,595 1,597 1,596 1,675 1,707 1,903 1,935 1,953 1,931 1,931 2,118

日 経 平 均 株 価 21,697 22,705 21,890 24,459 25,194 29,001 28,983 28,943 28,118 27,692 30,670

円 相 場 9/14
（ 対 米 ド ル ） 108.99 106.73 108.65 106.09 104.49 106.09 109.50 110.11 110.29 109.84 110.07

（ 対 ユ ー ロ ） 122.02 121.87 120.80 123.74 124.61 127.80 131.93 132.71 130.39 129.29 130.09

9/13
（韓 国ウ ォ ン・ 1 円 当たり） 10.70 11.05 10.88 10.94 10.70 10.51 10.25 10.20 10.39 10.57 10.68

3,969,489 4,418,178 3,999,624 4,666,015 4,860,406 4,952,914 5,286,031 5,323,730 5,328,940 -
3.6 11.3 3.4 16.7 20.8 25.0 24.9 20.7 18.3 -

5,090,077 5,552,289 5,128,020 5,804,620 6,035,876 6,118,033 6,476,191 6,480,471 6,541,081 6,569,573
(24.2) (12.5) (20.8) (▲7.4) (▲6.3) (17.8)

3.6 9.1 3.2 13.2 17.0 19.8 21.9 19.1 15.4 14.9
10,262,029 10,926,297 10,334,860 11,174,430 11,299,758 11,407,446 11,661,662 11,691,172 11,690,338 11,695,512

(6.3) (7.0) (4.1) (1.8) (1.0) (2.6)
2.4 6.5 2.5 8.1 9.1 9.5 7.7 5.9 5.3 4.7

18,025,310 18,759,895 18,125,495 19,022,593 19,160,227 19,295,972 19,868,291 19,966,713 19,990,003 20,008,916
(4.1) (4.7) (9.5) (1.6) (1.0) (2.5)

1.7 4.1 1.8 4.9 5.5 5.8 6.7 5.9 5.5 5.2
銀　行　貸　出 2.3 4.8 2.2 5.8 5.9 5.8 2.4 0.7 0.5 0.3

普 通 社 債 発 行 額 28.5 0.3 28.2 ▲4.6 19.7 ▲10.8 21.9 11.4 ▲50.4 100.2

（備考）１．コールレート、ユーロ円TIBOR、国債利回り、株価、円相場の年・年度・四半期・月次は、日次データの平均値。 

　　　　２．国債流通利回りは、新発10年国債流通利回り。

　　　　３．円相場（対米ドル）はインターバンク直物中心相場、円相場（対ユーロ）はインターバンク直物17時時点。円相場（韓国ウォン）はインターバンク直物ＮＹ17時時点。

　　　　４．日銀当座預金残高は、準備預金積み期間中の平均残高。

　　　　５．マネタリーベースは、平均残高の前年同期（月）比。（）内は季調済前期比年率。

　　　　６．マネーストックは、平均残高。（）内は季調済前期比年率。

　　　　７．銀行貸出は、銀行計（都市銀行等、地方銀行、第二地方銀行の合計）の平均残高の前年同期（月）比。

　　　　８．普通社債発行額は、国内発行分（円建て外債及び資産担保型社債を含む）の前年同期（月）比。

　　　　９．マネーストック（広義流動性）は、IMF国際収支マニュアル第6版に準拠した「対外資産負債残高」等の公表に伴い遡及改定を実施。

2021年
2019年度2019年 2020年 2020年度

2021年

マ ネ ー ス ト ッ ク
広 義 流 動 性
( 億 円 、 前 年 比 )

マ ネ ー ス ト ッ ク
Ｍ ２
( 億 円 、 前 年 比 )

国 債 流 通 利 回 り

日 銀 当 座 預 金 残 高
( 億 円 、 前 年 比 )

マ ネ タ リ ー ベ ー ス
( 億 円 、 前 年 比 )

（
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９/14
ユーロ
130.09円

９/14
30,670円

９/14
ドル

110.07円
　　　　　

９/14
新発10年国債
流通利回り
0.040％

９/14
９/14 BBB格

ユーロ円 0.606％
TIBOR３か月物

-0.072％
９/14

９/14 A格
無担保コール 0.351％

翌日物
-0.024％

９/14
AA格

0.253％

（備考）１．日経NEEDSにより作成。
２．対ドル為替レートはインターバンク直物中心相場。

対ユーロ為替レートはインターバンク直物17時時点。
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2021/

（備考）１．Bloombergにより作成。

２．社債は残存年数３年以上７年未満の銘柄の平均流通利回り、

国債は残存年数５年の流通利回りを使用。

３．格付けは格付投資情報センター（Ｒ＆Ｉ）ベース。

（備考）日経NEEDSにより作成。

（備考）日経NEEDSにより作成。



71.63

Ｍ２
4.7％
(８月)

７月実質実効

銀行貸出
0.3％
(８月)

８月名目

109.84円
（ドル）
129.29円

（ユーロ）

ﾏﾈﾀﾘｰﾍﾞｰｽ
656兆円
(８月)

日銀
ﾊﾞﾗﾝｽｼｰﾄ
726兆円
(８月)
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（備考）１．日経NEEDS、日本銀行、Bloombergにより作成。
２．対ドル名目為替レートはインターバンク直物中心相場（月中平均）。対ユーロ名目為替レートは直物17時時点（月中平均）。実質実効為替レートは日本銀行公表値より作成。

ただし、対ドル名目為替レートの日次で記した値は直物のニューヨーク17時時点。

（備考）１．日本銀行「マネーストック」、「貸出・預金動向」により作成。
２．銀行貸出は、銀行計（都銀等、地銀、地銀Ⅱの合計）の平残の前年同月比。（備考）日本銀行「マネタリーベース」、「日本銀行勘定」により作成。



８月
27,692円
1,931ﾎﾟｲﾝﾄ

８月
新発10年国債
流通利回り
0.015％

８月
ユーロ円

TIBOR３か月物
-0.072％

８月
無担保コール

翌日物
-0.034％
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金利（長期系列）
(％)

(年)

新発10年国債
流通利回り

ユーロ円TIBOR３か月物

無担保コール翌日物

ゼロ金利政策 99年 2月～00年7月
量的緩和政策 01年 3月～06年3月

ゼロ金利政策 06年 4月～06年7月
補完当座預金制度 08年10月～

包 括 緩 和 政 策 10年10月～13年3月
量的・質的金融緩和 13年 4月～16年2月

マイナス金利付き量的・質的金融緩和 16年2月～.
長短金利操作付き量的・質的金融緩和 16年9月～

（
28）

（備考）１．日経NEEDS、Bloombergにより作成。日経平均株価、東証株価指数ともに月中平均。
２．東証株価指数は、1968年１月４日時点を100として算出。

（備考）１．日経NEEDS、Bloombergにより作成。
２．新発10年国債流通利回り、無担保コール翌日物、ユーロ円TIBOR３か月物ともに月中平均。
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日経平均株価 38,915円(89.12.29、終値)
東証株価指数 2,884ﾎﾟｲﾝﾄ(89.12.18、終値)

89年末以降最安値
日経平均株価 7,054円(2009.3.10、終値)

89年末以降最安値
東証株価指数 695ﾎﾟｲﾝﾄ(2012.6.4、終値)

日経平均株価（目盛右）



13．景気ウォッチャー調査

家計動向関連
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（ＤＩ） 景気の現状判断ＤＩ（季節調整値）

総合ＤＩ
８月 34.7 (前月差 ▲13.7)
７月 48.4 (前月差 0.8)

分野・業種別ＤＩの推移（現状）（季節調整値） 分野・業種別ＤＩの推移（先行き）（季節調整値）

（備考）現状判断ＤＩ、先行き判断ＤＩは各々、景気ウォッチャーによる、３か月前と比較した当該月の景気の良し悪しの判断、当該月と比較した２～３か月先の景気の良し悪しの判断である。
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（参考１）　景気動向指数
一致指数採用系列の寄与度

21年４月 ５月 ６月 ７月

一致指数 95.1 92.5 94.6 94.5

生産指数(鉱工業) 0.34 -0.51 0.48 -0.23 

鉱工業用生産財出荷指数 0.17 -0.52 0.48 -0.14 

耐久消費財出荷指数 -0.03 -0.49 0.08 0.17

労働投入量指数(調査産業計) 0.05 -0.62 0.43 -0.00 

投資財出荷指数(除輸送機械) 0.48 -0.15 0.27 -0.14 

商業販売額(小売業、前年比) 0.54 -0.32 -0.20 0.25

商業販売額(卸売業、前年比) 0.52 0.14 -0.13 -0.15 

営業利益(全産業) 0.03 0.03 0.03 0.02

有効求人倍率(除学卒) -0.09 0.03 0.46 0.30

輸出数量指数 0.02 -0.21 0.22 -0.19 

景気基準日付

寄
与
度

(
27)
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（備考）内閣府「景気動向指数」により作成。景気基準日付は内閣府による。
ただし、「神武（景気）」・「岩戸（景気）」等は景気拡張期の通称であり、公式のものではない。

なお、グラフのシャドー部分は景気後退期を示す。また、2018年10月の山は暫定。
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拡張 後退 全循環
1 1951/6 51/10 4
2 51/10 54/1 54/11 27 10 37
3 54/11 57/6 58/6 31（神武） 12 43
4 58/6 61/12 62/10 42（岩戸） 10 52
5 62/10 64/10 65/10 24 12 36
6 65/10 70/7 71/12 57（いざなぎ） 17 74
7 71/12 73/11 75/3 23 16 39
8 75/3 77/1 77/10 22 9 31
9 77/10 80/2 83/2 28 36 64
10 83/2 85/6 86/11 28 17 45
11 86/11 91/2 93/10 51（バブル） 32 83
12 93/10 97/5 99/1 43 20 63
13 99/1 2000/11 02/1 22 14 36
14 02/1 08/2 09/3 73 13 86
15 09/3 12/3 12/11 36 8 44

16 12/11 （暫定）18/10 71
第2～第15
循環の平均

36.2 16.1 52.4

循環 谷（年/月） 山（年/月） 谷（年/月）
期間（か月）



（参考２）　地価・住宅価格の推移

（備考）１．国土交通省「地価公示」「都道府県地価調査」「主要都市の高度利用地地価動向報告～地価LOOKレポート～」、

　　　　　　（一財）日本不動産研究所「市街地価格指数」、「不動研住宅価格指数」により作成。

　　　　２．地価変動率は、地価公示と都道府県地価調査において、それぞれ半年前の調査・公示との共通地点における変動率を平均したもの。

　　　　３．６大都市とは、東京区部、横浜、名古屋、京都、大阪、神戸。市街地価格指数（６大都市）のピークは1990年９月。

　　　　４．四半期は、Ⅰ期：1/1～4/1､Ⅱ期：4/1～7/1､Ⅲ期：7/1～10/1､Ⅳ期：10/1～1/1。
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（参考３）　地域経済
(1) 鉱工業生産
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(2015年＝100・中心３か月移動平均)

（備考）

１．経済産業省、各経済産業局、沖縄県「鉱工業指数の動向」により作成。

２. 北関東、南関東、甲信越は関東経済産業局、東海は関東経済産業局、中部経済産業局

の「鉱工業指数の動向」により内閣府にて作成。

詳細は経済財政分析ディスカッション・ペーパー「「地域経済動向」の新地域区分に対応

する鉱工業指数の算出方法について」を参照。

３.  基準年は平成27年。

４． 直近月は、２か月平均。

５.  全国、北海道、九州は７月まで更新。その他地域は、６月まで更新。
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東海 甲信越

北陸 近畿

全国

（年）

（月）

都道府県名

北海道
青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

北関東 茨城、栃木、群馬
南関東 埼玉、千葉、東京、神奈川

新潟、山梨、長野
静岡、岐阜、愛知、三重
富山、石川、福井
滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山
鳥取、島根、岡山、広島、山口
徳島、香川、愛媛、高知
福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島
沖縄沖縄

関東

北陸
近畿
中国
四国
九州

北海道
東北

甲信越
東海

地域名

(2015年＝100・中心３か月移動平均)

(2015年＝100・中心３か月移動平均)



(2) 完全失業率 (3) 有効求人倍率
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全国 東海
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（年）
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（期）

（備考）
１．総務省、沖縄県「労働力調査」により作成。
２．北関東、甲信越、北陸は、総務省「労働力調査」の都道府県別モデル推計から算出した労働力人

口、完全失業者の県別シェアを同調査公表値に乗じることで県別の人数を計算し、内閣府にて作
成。

３．季節調整値。北関東、甲信越、北陸、中国、四国、九州は内閣府で季節調整。全国、沖縄の季節
調整値は、内閣府にて月次値を四半期平均化。北関東、四国は四半期系列に季節性が認められな
かったことから原数値と同じ。

（備考）
１．厚生労働省「一般職業紹介状況」により作成。季節調整値。就業地別。
２．すべての地域でパートタイムを含む。
３．有効求人数、新規求人数の全国には、海外の値は含まない。



Ⅱ．海外経済

中国

ユーロ圏

英国

（注）下線部は先月から変更した部分。

世界経済

アメリカ

　世界の景気は、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行の影響によ
り、一部で依然として厳しい状況にあるが、持ち直している。
　先行きについては、持ち直しが続くことが期待される。ただし、一部
地域を中心とした感染の再拡大によるリスクに留意する必要がある。ま
た、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

その他
アジア

　韓国では、景気は持ち直している。台湾では、景気は回復している。
インドネシアでは、景気は厳しい状況にあるなかで、感染の再拡大によ
り、足下で景気は下押しされている。タイでは、景気は厳しい状況にあ
るなかで、感染の再拡大により、足下で景気は下押しされている。イン
ドでは、景気は厳しい状況にあるが、持ち直しの動きがみられる。

　中国では、景気は緩やかに回復している。
　先行きについては、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、
国内外の感染の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要があ
る。

　韓国では、景気は持ち直している。台湾では、景気は回復している。
インドネシアでは、景気は厳しい状況にあるなかで、感染の再拡大によ
り、足下で景気は下押しされている。タイでは、景気は厳しい状況にあ
るなかで、感染の再拡大により、景気は弱い動きとなっている。インド
では、景気は厳しい状況にあるが、持ち直しの動きがみられる。

８月月例 ９月月例

　世界の景気は、新型コロナウイルス感染症の世界的大流行の影響によ
り、一部で依然として厳しい状況にあるが、持ち直している。
　先行きについては、持ち直しが続くことが期待される。ただし、一部
地域を中心とした感染の再拡大によるリスクに留意する必要がある。ま
た、金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。

　アメリカでは、景気は着実に持ち直している。
　先行きについては、着実な持ち直しが続くことが期待される。ただ
し、国内外の感染の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要
がある。

　アメリカでは、景気は着実に持ち直している。
　先行きについては、着実な持ち直しが続くことが期待される。ただ
し、国内外の感染の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要
がある。

ア
ジ
ア
地
域

　英国では、景気は依然として厳しい状況にあるが、持ち直している。
　先行きについては、持ち直しが続くことが期待される。ただし、感染
の再拡大によるリスクに留意する必要がある。また、金融資本市場の変
動等の影響を注視する必要がある。

　英国では、景気は依然として厳しい状況にあるが、持ち直している。
　先行きについては、持ち直しが続くことが期待される。ただし、感染
の再拡大によるリスクに留意する必要がある。また、金融資本市場の変
動等の影響を注視する必要がある。

　中国では、景気は緩やかに回復している。
　先行きについては、緩やかな回復が続くことが期待される。ただし、
国内外の感染の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要があ
る。

ヨ
ー
ロ
ッ
パ
地
域

　ユーロ圏では、景気は依然として厳しい状況にあるが、持ち直しの動
きがみられる。ドイツにおいても、景気は依然として厳しい状況にある
が、持ち直しの動きがみられる。
　先行きについては、持ち直しの動きが続くことが期待される。ただ
し、圏内外の感染の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要
がある。

　ユーロ圏では、景気は依然として厳しい状況にあるが、持ち直してい
る。ドイツにおいても、景気は依然として厳しい状況にあるが、持ち直
している。
　先行きについては、持ち直しが続くことが期待される。ただし、圏内
外の感染の動向や金融資本市場の変動等の影響を注視する必要がある。



１．アメリカ

○アメリカでは、景気は着実に持ち直している。

①実質ＧＤＰ成長率（２次推計値）
2021年４－６月期は前期比年率＋6.6％成長 消費者信頼感指数

②消費は着実に持ち直し、
自動車販売台数は減少

60

70

80

90

100

110

120

130

140

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 8

2019 20 21

（CB：1985年＝100、ﾐｼｶﾞﾝ：1966年＝100）

総合指数
（ｺﾝﾌｧﾚﾝｽﾎﾞｰﾄﾞ（CB)）

８月：113.8（前月差▲11.3）

総合指数（ﾐｼｶﾞﾝ大学）
８月（確報値)：70.3(前月差▲10.9)
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住宅着工件数
７月：153.4万件

（前月比▲7.0％）
（目盛右）

（2000年＝100）

ケース・シラー指数
（主要20都市、原数値）

６月（前年同月比）：＋19.1％

ケース・シラー指数
（主要20都市、季節調整値）
６月（前月比）：＋1.8％

（月）
（年）

（万件）

（備考）月次の値は年率換算。

③住宅着工はこのところ増勢が鈍化、住宅価格は大幅に上昇
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実質ＧＤＰ成長率

（前期比年率、％）
＋6.6％

住宅投資

政府支出

個人消費

在庫投資

純輸出

民間設備投資

（前年比、％）

（備考）2021年４－６月期の寄与度（％）は以下のとおり。個人消費：＋7.8、民間設備投資：
＋1.2、住宅投資：▲0.6、在庫投資：▲1.3、政府支出：▲0.3、純輸出：▲0.2。
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貯蓄率
（目盛右）

７月：9.6％

（兆ドル）

実質個人
消費支出

７月：前月比▲0.1％

実質可処分所得
７月：
前月比
＋0.7％
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ガソリン
小売価格

（目盛右）
８月：3.16ドル

（ドル／ガロン）（年換算、万台）

自動車販売台数８月：1,306万台
（前月比▲10.7％）

自動車
国内生産台数
７月：940万台

（月）
（年）



　

④設備投資は緩やかに増加

製造業 ：景況指数は堅調に推移
非製造業：景況指数は堅調に推移
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製造業
（新規受注）
８月：66.7

製造業
（総合）
８月：59.9

非製造業
（総合）
８月：61.7

（ＤＩ）

（月）
（年）

⑤生産は持ち直し

⑥財輸出は持ち直し

（備考）コア資本財受注は３か月移動平均値。
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民間設備投資
20年 ▲5.3％
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(2019年10－12月＝100)

コア資本財
受注(目盛右）
前月比 ７月：＋0.6％

構築物
投資

(2020年１月＝100)

（月）
（期）
（年）

機械・機器
投資

知的財産
投資

民間設備投資（前期比年率）
21年Ⅱ ＋9.3％

民間設備投資

（年）
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財・サービス貿易収支

財輸入(目盛右)

財輸出(目盛右)
７月：

＋1.0％(前月比)

（億ドル）

（備考）財輸出入は通関ベース(実質)、財・サービス貿易収支は国際収支ベース(名目)。

（億ドル）
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鉱工業生産指数
（製造業)

鉱工業生産指数
（総合)

鉱工業生産指数
（総合) 前月比

７月：＋0.9％
(製造業) 前月比

７月：＋1.4％

（2017年＝100）
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設備稼働率
（製造業）
７月：
76.6％

設備稼働率
（製造業）

（％）

（月）
（年）

（月）
（年）
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ＱＥ１
(08年11月～10年６月)

ＱＥ２
(10年11月～11年６月)

ＭＢＳ等

中・長期国債

その他資産

（兆ドル） （％）

（月）

（年）
（備考）１．ＦＲＢより作成。

２．ＦＦ金利誘導目標については、上限を指す。

ＱＥ３
(12年９月～14年10月)

20年３月16日～

ＦＦ金利誘導目標

0.00～0.25％

（目盛右）
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失業率（目盛右）
5.2％

（21年８月）

雇用者数
＋24万人（前月差）

（21年８月）

（備考） 雇用者数は非農業部門。

（月）
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（万人） （％）
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輸入物価指数
（目盛右）

ＰＣＥ総合
4.2％

(21年７月)

ＰＣＥコア
3.6％

(21年７月)

（月）
（年）

（前年比、％）（前年比、％）

ＦＲＢ目標値

（２％）1.7
2.0 1.7

1.4
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ＰＣＥ総合

ＰＣＥコア

（年）

（前年比、％）

ＦＲＢ目標値

（２％）

金融政策

⑦雇用者数は増加、失業率は低下 ⑧コア物価上昇率は緩やかに上昇

（備考）１．上図のＰＣＥは、個人消費支出デフレーターを指す。
２．コア指数は、総合指数からエネルギーと食品を除いた指数。

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

8.0

9.0

1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 78

2019 20 21

３か月
移動平均

８月：前年比＋4.3％
（前々年比：＋9.1％(年平均＋4.5％))
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（備考）賃金の伸びは全雇用者の時間当たり賃金の前年比。

賃金の伸びは上昇



２．アジア地域
中国：
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（前年比、％）

輸出
８月：＋25.6 

（期/月）
（年）

輸入
８月:＋33.1輸出 輸入

19年 0.5％ ▲2.7％
20年 3.6％ ▲0.6％

②輸出は着実に増加している

○中国では、景気は緩やかに回復している。

①実質ＧＤＰ成長率

（備考）1．輸出入ともドルベースの金額。
2．春節(旧正月)休暇は、19年２月４～10日、20年１月24～２月２日、

21年２月11～17日。

（備考）前期比のグラフの（ ）内の数値は内閣府による年率換算。

製造業購買担当者指数（ＰＭＩ）は低下

（備考）1. 国家統計局、財新/マークイットより作成。財新は中国の経済メディアであり、
マークイット社との共同調査により、独自にＰＭＩを発表している。

2．製造業・非製造業の業況に関わる各項目について企業調査を行い、各々が前月に
比べてどう変わったのかを集計。

3. 統計対象社数は、国家統計局が3,000社(製造業）、4,000社（非製造業）、
財新/マークイットが500社以上。

貨物輸送（自動車、鉄道）

（月）

（年）
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2019 20 21

国家統計局ＰＭＩ
（製造業）50.1

（ポイント）

改善

悪化

財新/マークイット

ＰＭＩ（製造業）：49.2

国家統計局ＰＭＩ
（非製造業）47.5

7.9
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（四半期系列）

（期）
（年）

（前年比寄与度、％）

（年）

最終消費寄与純輸出寄与

資本形成寄与
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（前年比、％）

自動車
７月：＋10.1

鉄道
７月：▲7.2

（期/月）
（年）

（備考）輸送量ベースの前年比。

1.6

(6.6)

1.4

(5.7)

1.2

(4.9)

1.5

(6.1)

▲ 8.7

(▲30.5)

10.0

(46.4)
2.8

(11.7)
3.0

(12.6)

0.4

(1.6)

1.3

(5.3)
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（％）

（期）

（年）

前期比（季節調整済）
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6.4
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（前年比、％）

鉱工業生産
（全体）

（期/月）

（年）

電力生産

③消費は持ち直しに足踏みがみられる

（備考）乗用車販売台数は出荷ベース。年間販売台数（前年比）は、19年9.6％減、20年6.0％減。
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（前年比、％）

（期/月）
（年）

名目

７月：＋8.5

実質

７月：＋6.4

（備考）19年３月、６月、９月、12月の実質値は未公表。

④生産は伸びがやや低下している

⑤固定資産投資は持ち直している

▲ 11.7
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（前年比、％）

乗用車販売台数

（期/月）
（年）
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固定資産投資(名目）
１－７月:＋10.3

（前年比（年初来累計）、％）

（期/月）
（年）

不動産開発投資
１－７月：＋12.7

製造業投資
１－７月：＋17.3

インフラ関連投資
１－７月：＋4.6

5.1 

4.0
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（％）

都市部調査失業率

（月）
（年）

鉱工業生産

都市部調査失業率はこのところ横ばい

乗用車販売台数はこのところ弱含んでいる

社会消費品小売総額

0.24 

0.68 

3.58 

0.23 

1.15 0.83 

▲ 0.15

0.84 0.75 

0.05 

0.64 0.48 

▲ 0.13
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（％）
前月比（名目、季節調整済）

（月）
（年）
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（％）
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前月比（季節調整済）
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2015 16 17 18 19 20 21

元高

元安

対米ドル

対円(目盛右) 

（円/元）（元/米ドル、逆目盛）

新築住宅販売価格は、このところ伸びが低下している

（備考）一級、二級、三級都市平均は、該当する都市の価格指数の単純平均。
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消費者物価上昇率（総合）

（８月：＋0.8％）

生産者物価上昇率

（８月：＋9.5％）

（月）

（年）

（前年比、％）

消費者物価上昇率

（食品）

消費者物価上昇率

（コア）

（備考）コア消費者物価は、総合から食品とエネルギーを除いたもの。

⑥消費者物価上昇率はこのところおおむね横ばいとなっている

金融政策の動向
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2014 15 16 17 18 19 20 21
（月）
（年）

（％） （％）

預金準備率（目盛右）

21年７月15日 12.0％に引下げ

貸出基準金利

（１年物）

預金基準金利（１年物）

ＭＬＦ金利（１年物）

20年４月15日 2.95％に引下げ

（備考）15年８月11日-13日、中国人民銀行は人民元取引基準値を前日比▲4.5％
引下げ。元安誘導を実施。

（日）
（月）
（年）

人民元名目為替レート

（備考）1．預金準備率は、大手金融機関向けの預金準備率。
2．ＭＬＦとは中期貸出ファシリティの略。中央銀行から金融機関への

資金供給手段の一つ。１年物は16年より実施。
3. 小企業・農家等に対する融資が一定割合以上等の条件を満たした金

融機関の預金準備率を18年１月25日以降引き下げた（0.5％ポイン
トまたは1.5％ポイント）。
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一級都市平均

（７月：0.5％)

三級都市平均

（７月：0.2％)

（月）

（年）

（前月比、％）

二級都市平均

（７月：0.4％)



その他アジア（韓国、台湾、インドネシア、タイ、インド）：
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韓国
台湾
インドネシア
タイ
インド（目盛右）

（前年比、％）

（月）

（年）
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（前年比、％）

純輸出

（期）
（年）

総固定
資本形成

民間
消費

21年Ｑ１ 1.6％

21年Ｑ２ 20.1％

政府
消費

19年度 4.0％

20年度 ▲7.3％

誤差脱漏

在庫
投資等

○韓国では、景気は持ち直している。台湾では、景気は回復している。

インドネシアでは、景気は厳しい状況にあるなかで、感染の再拡大により、足下で景気は下押しされている。

タイでは、景気は厳しい状況にあるなかで、感染の再拡大により、景気は弱い動きとなっている。

インドでは、景気は厳しい状況にあるが、持ち直しの動きがみられる。
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（前期比年率、％）

（期）
（年）

民間
消費

在庫投資等

純輸出

政府
消費

総固定
資本
形成

（備考）ドルベース。

②鉱工業生産 金額

21年Ｑ１ 7.1％

21年Ｑ２ 3.1％

19年 2.2％

20年 ▲0.9％
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（前年比、％）

純輸出

（期）
（年）

総固定
資本形成

民間
消費

21年Ｑ１ 9.3％

21年Ｑ２ 7.4％

政府
消費

19年 3.0％

20年 3.1％

在庫投資
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（前年比、％）

純輸出

（期）
（年）

総固定
資本
形成

民間
消費

21年Ｑ１ ▲0.7％

21年Ｑ２ 7.1％

政府
消費

19年 5.0％

20年 ▲2.1％

在庫
投資

誤差
脱漏

台湾 インドネシア タイ

インド

（備考）年度は、４月～翌年３月。

韓国
①実質GDP成長率

（備考）インドネシア、タイは製造業生産。
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韓国
台湾
インドネシア
タイ

（前年比、％）

（月）

（年）

③輸出

（備考）インドの数量は未公表。

数量
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（前年比、％）

（期）
（年）

総固定
資本
形成

純輸出

民間
消費

21年Ｑ１ ▲2.6％

21年Ｑ２ 7.5％

政府
消費

19年 2.3％

20年 ▲6.1％

在庫
投資

誤差
脱漏

（前年比、％）
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（％）
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（年）

韓国：前月比（季調済）



３．ヨーロッパ地域
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ユーロ圏

英国

ドイツ

（ＤＩ）

ユーロ圏 ８月：▲5.3
ドイツ ８月：▲3.5
英国 ８月：▲8.0

消費者信頼感指数

（月）

（年）
（備考）１．家計の財政状況、経済情勢見通し、高額商品購買意欲につき尋ねたもの。

２．英国は原数値。
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英国

（21年Ｑ２：20.7％）

（21年７月：前月比0.1％）

（前期比年率、％）

ユーロ圏

（21年Ｑ２：9.2％）

ドイツ

（21年Ｑ２：6.7％）

<20年（前年比）>
ユーロ圏 ▲6.3％ 英国 ▲9.8％
ドイツ ▲4.6％

②個人消費

○ヨーロッパ地域については、ユーロ圏では、景気は依然として厳しい状況にあるが、持ち直している。
ドイツにおいても、景気は依然として厳しい状況にあるが、持ち直している。
英国では、景気は依然として厳しい状況にあるが、持ち直している。
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ユーロ圏

英国

ドイツ

＜前期比年率＞
ユーロ圏 21年Ｑ２ 15.8％
ドイツ 21年Ｑ２ 13.6％
英国 21年Ｑ２ 32.4％

(指数、2019年=100) 個人消費

(期)

(年)
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フランス

（21年Ｑ２：4.5％）

（前期比年率、％）

<20年（前年比）>
フランス ▲7.9％
スペイン ▲10.7％
イタリア ▲8.9％

イタリア

（21年Ｑ２：11.2％）

スペイン

（21年Ｑ２：11.5％）

②個人消費 ユーロ圏：持ち直している
英ー 国：持ち直している

①ＧＤＰ ユーロ圏：21年４-６月期は前期比年率9.2％成長
英 国：21年４-６月期は前期比年率20.7％成長
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(指数、

2019年=100)

実質小売売上

（除自動車）

＜３ＭＡ前月比＞
ユーロ圏 ７月： 1.1％
ドイツ ７月： 1.2％
英国 ７月：▲1.3％

ドイツ
（同７月：▲5.1％）

ユーロ圏
（前月比７月：▲2.3％）

英国
（同７月：▲2.5％）
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（前年同月比、％）

乗用車登録台数

（備考）ユーロ圏は、キプロス、マルタを
除く17か国ベース。

（月）

（年）

＜３ＭＡ前年同月比＞
ユーロ圏 ６月： 56.7％
ドイツ ８月：▲10.5％
英国 ８月：▲7.4％

ユーロ圏
（前年同月比６月：8.4％）

英国
（同８月：▲22.0％）

ドイツ
（同８月：▲23.0％）

(期)

(年)
(期)

(年)

(月)

(年)
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輸出額(指数、2019年=100)

＜20年（前年比）＞
ユーロ圏 ▲9.6％
ドイツ ▲9.3％
英国 ▲17.8％

（備考）１．ユーロ圏は圏外向けのみ。
２．英国における19年後半の輸出増は非貨幣用金の輸出によるもの。

（月）

（年）

ドイツ
（同７月：0.5％）

ユーロ圏
（前月比６月：▲0.7％）

英国
（同７月：▲1.0％）

＜３ＭＡ前月比＞
ユーロ圏６月：▲0.0％
ドイツ ７月： 0.7％
英国 ７月：▲0.2％

③設備投資 ユーロ圏：機械設備投資は持ち直している
英 国：設備投資は持ち直しの動きがみられる
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ドイツ

英国

ユーロ圏

設備投資

＜前期比年率＞
ユーロ圏21年Ｑ２ 2.9％
ドイツ 21年Ｑ２ 1.3％
英国 21年Ｑ２ 10.1％

(指数、2019年=100)

（期）

（年）
（備考）１．ユーロ圏及びドイツは公的部門を含む機械設備投資。

２．英国は民間の設備投資（住宅は含まない）。

④輸出 ユーロ圏：輸出は足踏みがみられる
英ー 国：輸出はこのところ横ばいとなっている
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ドイツ

＜８月ＰＭＩ＞
ユーロ圏 61.4
ドイツ 62.6
英国 60.3

英国

ユーロ圏

（月）

（年）

（ＤＩ）
製造業購買担当者指数（ＰＭＩ）

（備考）１．新規受注、生産、雇用、サプライヤー納期、原材料在庫につき前月と比べた当月の
変化を調査し、「改善（１p）、変化なし（0.5p）、悪化（０p）」として指数化。

２．ユーロ圏は、圏内3,000社の製造業購買担当者を対象にしている。

⑤生産 ユーロ圏：生産は横ばい
英ー 国：生産はこのところ横ばい
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(指数、2019年=100) 鉱工業生産

＜20年（前年比）＞
ユーロ圏 ▲8.6％
ドイツ ▲10.1％
英国 ▲8.0％

（月）

（年）

英国
（同７月：1.2％）

＜３ＭＡ前月比＞
ユーロ圏６月：▲0.2％
ドイツ ７月：▲0.2％
英国 ７月： 0.4％

ユーロ圏
（前月比６月：▲0.3％）

ドイツ
（同７月：1.0％）
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（備考）ＥＣＢでは、2014年６月より中銀預金金利にマイナス金利を適用（現在▲0.50％）。
その他に、スイス、デンマーク等で中銀預金金利にマイナス金利が適用されて
いる。
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ドイツ
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失業率（ILO基準）

⑦物価 ユーロ圏：コア物価上昇率はこのところ上昇している
英ー 国：コア物価上昇率は上昇している
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（備考）１．ＥＣＢのインフレ目標は中期的に２％。ＢＯＥのインフレ目標は２％。
２．コア消費者物価は、総合からエネルギー、非加工食品を除いたもの。
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⑨政策金利 ユーロ圏：欧州中央銀行（ＥＣＢ）は据置き
英 国：イングランド銀行（ＢＯＥ）は据置き

⑧中央銀行のバランスシート
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⑥雇用 ユーロ圏：失業率は低下している
英 国：失業率は低下している
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４．　国際金融

為替：ドルは、ユーロ、ポンド及び円に対しておおむね横ばい
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（備考）いずれも、左図は日次の終値の月中平均値、右図は日次の終値。
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（目盛右）
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（ドル／ユーロ、
ドル／ポンド）

（日）
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株価：アメリカ、英国及びドイツではおおむね横ばい、
中国ではやや上昇

原油価格（ＷＴＩ）：上昇
金価格 ：おおむね横ばい

短期金利：おおむね横ばい
長期金利：アメリカ、ドイツではおおむね横ばい、

英国ではやや上昇

長期金利
（独国債10年物）

長期金利
（英国債10年物）

ポンド
（目盛右、逆目盛）

前回
月例

前回
月例

前回
月例



主要経済指標の国際比較（１）

人口
（万人）

名目GDP
（10億ドル）

1人当たりGDP
（1,000ドル）

1-3月 4-6月 6月 7月 8月 6月 7月 8月

日本 12,576 5,049 40.1 0.0 ▲ 4.6 ▲ 4.2 1.9 前期比年率 ▲ 3.0 ▲ 10.4 6.5 ▲ 1.5 前期比 2.4 2.8 2.9 2.8

アメリカ 33,009 20,933 63.4 2.3 ▲ 3.4 6.3 6.6 前期比年率 ▲ 0.8 ▲ 7.2 0.2 0.9 前期比 3.7 8.1 5.9 5.4 5.2

カナダ 3,797 1,643 43.3 1.9 ▲ 5.3 5.5 ▲ 1.1 前期比年率 ▲ 0.2 ▲ 8.5 1.7 前期比 5.7 9.6 7.8 7.5 7.1

ユーロ圏 34,241 12,917 37.7 1.5 ▲ 6.3 ▲ 1.1 9.2 前期比年率 ▲ 1.3 ▲ 8.6 ▲ 0.3 前期比 7.6 7.9 7.8 7.6

ドイツ 8,316 3,803 45.7 1.1 ▲ 4.6 ▲ 7.8 6.7 前期比年率 ▲ 4.4 ▲ 10.1 ▲ 0.7 1.0 前期比 3.2 3.9 3.7 3.6 ILO基準

フランス 6,512 2,599 39.9 1.8 ▲ 7.9 0.2 4.5 前期比年率 0.5 ▲ 10.8 0.6 0.3 前期比 8.4 8.0 8.0 7.9

イタリア 6,025 1,885 31.3 0.3 ▲ 8.9 0.9 11.2 前期比年率 ▲ 1.2 ▲ 11.0 1.1 0.8 前期比 10.0 9.2 9.4 9.3

スペイン 4,711 1,278 27.1 2.0 ▲ 10.7 ▲ 1.7 11.5 前期比年率 0.7 ▲ 9.5 ▲ 1.1 ▲ 1.1 前期比 14.1 15.5 15.0 14.3

英国 6,709 2,711 40.4 1.4 ▲ 9.8 ▲ 6.2 20.7 前期比年率 ▲ 1.2 ▲ 8.0 ▲ 0.7 1.2 前期比 3.8 4.5 4.7 4.6
後方3か月

平均

スイス 861 747 86.8 1.2 ▲ 2.4 ▲ 1.8 7.4 前期比年率 4.5 ▲ 3.9 13.1 前年比 2.3 3.1 3.1 3.0 2.9

ロシア 14,681 1,474 10.0 2.0 ▲ 3.0 ▲ 0.7 10.5 前年比 3.4 ▲ 2.1 10.2 6.8 前年比 4.6 5.8 4.8 4.5

オーストラリア 2,573 1,359 52.8 1.9 ▲ 2.5 7.8 2.7 前期比年率 2.5 ▲ 1.0 - - -
四半期のみ

前期比 5.2 6.5 4.9 4.6

中国 140,433 14,723 10.5 6.0 2.3 18.3 7.9 前年比 5.7 2.8 8.3 6.4 前年比 5.2 5.6 5.0 5.1

韓国 5,178 1,631 31.5 2.2 ▲ 0.9 7.1 3.1 前期比年率 0.3 ▲ 0.3 2.3 0.4 前期比 3.8 3.9 3.7 3.3

台湾 2,362 669 28.3 3.0 3.1 9.3 7.4 前年比 ▲ 0.3 7.1 2.3 ▲ 1.7 前期比 3.7 3.9 4.8 4.4

香港 747 349 46.8 ▲ 1.7 ▲ 6.1 23.9 ▲ 3.7 前期比年率 0.4 ▲ 5.9 - - - 四半期のみ 2.9 5.5 5.5 5.0

シンガポール 577 340 58.9 1.3 ▲ 5.4 13.8 ▲ 7.2 前期比年率 ▲ 1.5 7.5 ▲ 2.6 ▲ 2.6 前期比 2.3 3.0 2.7 2.8

インドネシア 27,020 1,060 3.9 5.0 ▲ 2.1 ▲ 0.7 7.1 前年比 4.0 ▲ 11.3 前年比 5.2 7.1 - - 原数値

2,8月のみ

マレーシア 3,294 338 10.3 4.4 ▲ 5.6 ▲ 0.5 16.1 前年比 2.4 ▲ 4.4 1.4 ▲ 6.1 前期比 3.3 4.5 4.8 4.8

フィリピン 10,877 362 3.3 6.1 ▲ 9.6 2.8 ▲ 5.1 前期比年率 ▲ 10.9 ▲ 43.0 444.6 528.1 前年比 5.1 10.4 - - - 四半期のみ

タイ 6,980 502 7.2 2.3 ▲ 6.1 0.8 1.5 前期比年率 ▲ 3.4 ▲ 9.3 18.3 5.1 前年比 1.0 原数値

ベトナム 9,741 341 3.5 7.2 2.9 4.7 6.6 前年比 9.1 3.4 4.9 2.2 ▲ 7.4 前年比 2.2 2.5 - - - 四半期のみ

インド 137,860 2,709 2.0 4.0 ▲ 7.3 1.6 20.1 前年比 ▲ 0.8 ▲ 8.4 13.6 11.5 前年比 - - - - -

ブラジル 21,142 1,434 6.8 1.4 ▲ 4.1 1.0 12.4 前年比 ▲ 1.1 ▲ 4.5 12.0 1.2 前年比 11.9 13.2 14.1

メキシコ 12,779 1,076 8.4 ▲ 0.2 ▲ 8.3 ▲ 3.6 19.6 前年比 ▲ 1.8 ▲ 9.9 13.5 7.3 前年比 3.5 4.4 4.0 4.4 原数値

アルゼンチン 4,539 388 8.6 ▲ 2.0 ▲ 9.9 2.5 前年比 - - 19.4 13.0 前年比 9.8 11.6 - - - 四半期のみ

トルコ 8,417 720 8.5 0.9 1.8 7.2 21.7 前年比 ▲ 0.6 1.6 23.8 8.1 前年比 13.7 原数値

サウジアラビア 3,476 701 20.2 0.3 ▲ 4.1 ▲ 3.0 1.8 前年比 - - - - - 5.6 7.7 - - - 四半期のみ

南アフリカ 5,962 302 5.1 0.1 ▲ 6.4 4.5 前期比年率 ▲ 0.9 ▲ 11.2 11.7 ▲ 3.1 前年比 28.7 29.2 - - - 暦年のみ

（備考）１．各国統計より作成。人口、名目GDP、1人当たりGDPについてはIMF、ユーロスタットより作成。

　　　　 ２．インドは年度（４月～３月）の数値。

　　　 　３．ＧＤＰ、鉱工業生産の前月（期）比、失業率は特に断りのない限り季節調整値。

国・地域名

実質ＧＤＰ成長率（％） 鉱工業生産（％）

2020年 備考 2019年 2020年
21年

備考

失業率（％）

2020年 2020年 2020年 2019年 2019年 2020年
21年

備考
21年



主要経済指標の国際比較（２） （参考）国際機関の実質ＧＤＰ見通し（％）

20年

10-12月 1-3月 4-6月 6月 7月 8月

▲ 3.1 ▲ 12.6 234.9 256.2

(190.7) (209.2)

アメリカ 1.8 1.2 1.3 1.9 4.9 5.4 5.4 ▲ 5.7 ▲ 15.8 108.2 127.1 ▲ 2.2 ▲ 3.1 7.0 4.9 6.9 3.6

カナダ 1.9 0.7 0.8 1.4 3.4 3.1 3.7 0.5 ▲ 10.7 86.8 117.8 ▲ 2.1 ▲ 1.9 6.3 4.5 6.1 3.8

ユーロ圏 1.2 0.2 ▲ 0.3 1.1 1.8 1.9 2.2 3.0 ▲ 0.6 ▲ 7.6 84.0 96.9 2.3 2.3 4.6 4.3 4.3 4.4

ドイツ 1.4 0.5 ▲ 0.2 1.3 2.4 2.3 3.8 3.9 1.5 ▲ 4.2 59.6 68.9 7.1 7.1 3.6 4.1 3.3 4.4

フランス 1.1 0.5 0.1 0.7 1.4 1.5 1.2 1.9 ▲ 3.0 ▲ 9.9 98.1 113.5 ▲ 0.7 ▲ 2.3 5.8 4.2 5.8 4.0

イタリア 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.2 0.6 1.2 1.3 1.9 2.1 ▲ 1.6 ▲ 9.5 134.6 155.6 3.0 3.6 4.9 4.2 4.5 4.4

スペイン 0.7 ▲ 0.3 ▲ 0.7 0.6 2.6 2.7 2.9 3.3 ▲ 2.9 ▲ 11.5 95.5 117.1 2.1 0.7 6.2 5.8 5.9 6.3

英国 1.8 0.9 0.5 0.6 2.0 2.5 2.0 ▲ 2.3 ▲ 13.4 85.2 103.7 ▲ 3.1 ▲ 3.9 7.0 4.8 7.2 5.5

スイス 0.4 ▲ 0.7 ▲ 0.7 ▲ 0.4 0.5 0.6 0.7 0.9 1.4 ▲ 2.6 39.8 42.9 6.7 3.8 3.5 2.8 3.2 2.9

ロシア 4.5 3.4 4.5 5.5 6.0 6.5 6.5 6.7 1.9 ▲ 4.1 13.8 19.3 3.8 2.2 4.4 3.1 3.5 2.8

オーストラリア 1.6 0.8 0.9 1.1 3.8 3.8 - - ▲ 3.8 ▲ 9.9 47.5 63.1 0.7 2.5 5.3 3.0 5.1 3.4

中国 2.9 2.5 0.1 ▲ 0.0 1.1 1.1 1.0 0.8 ▲ 6.3 ▲ 11.4 57.1 66.8 1.0 2.0 8.1 5.7 8.5 5.8

韓国 0.4 0.5 0.4 1.1 2.5 2.4 2.6 2.6 0.4 ▲ 2.8 42.2 48.7 3.6 4.6 4.3 3.4 3.8 2.8

台湾 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.0 0.8 2.1 1.8 1.9 2.4 ▲ 1.8 ▲ 4.3 32.7 33.7 10.6 14.1 4.7 3.0 － －

香港 2.9 0.3 ▲ 0.3 0.9 0.9 0.7 3.7 ▲ 0.6 ▲ 10.0 0.3 0.3 6.0 6.5 4.3 3.8 － －

シンガポール 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.1 0.8 2.3 2.4 2.5 3.8 ▲ 8.9 129.0 128.4 14.3 17.6 5.2 3.2 － －

インドネシア 2.8 2.0 1.6 1.4 1.5 1.3 1.5 1.6 ▲ 2.2 ▲ 5.9 30.6 36.6 ▲ 2.7 ▲ 0.4 3.9 5.9 4.7 5.1

マレーシア 0.7 ▲ 1.1 ▲ 1.5 0.5 4.2 3.4 2.2 ▲ 2.2 ▲ 5.1 57.2 67.5 3.4 4.4 4.7 6.0 － －

フィリピン 2.5 2.6 3.1 4.5 4.4 4.1 4.0 4.9 ▲ 1.8 ▲ 5.5 37.0 47.1 ▲ 0.9 3.2 5.4 7.0 － －

タイ 0.7 ▲ 0.8 ▲ 0.4 ▲ 0.5 2.4 1.2 0.5 ▲ 0.0 ▲ 0.8 ▲ 4.7 41.0 49.6 7.0 3.3 2.1 6.1 － －

ベトナム 2.8 3.2 1.4 0.3 2.7 2.4 2.6 2.8 ▲ 3.3 ▲ 5.4 43.4 46.6 3.8 2.2 6.5 7.2 － －

インド 4.8 6.2 6.4 4.9 5.6 6.3 5.6 5.3 ▲ 7.4 ▲ 12.3 73.9 89.6 ▲ 0.9 1.0 9.5 8.5 9.9 8.2

ブラジル 3.7 3.2 4.3 5.3 7.7 8.4 9.0 9.7 ▲ 5.9 ▲ 13.4 87.7 98.9 ▲ 2.7 ▲ 0.9 5.3 1.9 3.7 2.5

メキシコ 3.6 3.4 3.5 4.0 6.0 5.9 5.8 5.6 ▲ 2.3 ▲ 4.6 53.3 60.6 ▲ 0.3 2.5 6.3 4.2 5.0 3.2

アルゼンチン 53.6 42.7 36.4 40.6 48.4 50.2 51.8 ▲ 4.5 ▲ 8.9 90.2 103.0 ▲ 0.9 1.0 6.4 2.4 6.1 1.8

トルコ 15.2 12.3 13.5 15.6 17.1 17.5 19.0 19.3 ▲ 5.6 ▲ 5.4 32.6 36.8 0.9 ▲ 5.1 5.8 3.3 5.7 3.4

サウジアラビア ▲ 2.1 3.4 5.6 5.3 5.7 6.2 0.4 ▲ 4.5 ▲ 11.1 22.8 32.4 4.8 ▲ 2.1 2.4 4.8 － －

南アフリカ 4.1 3.3 3.2 3.1 4.8 4.9 4.6 ▲ 5.3 ▲ 12.2 62.2 77.1 ▲ 3.0 2.2 4.0 2.2 3.8 2.5

（備考）１．各国統計より作成。ただし、一般政府財政収支、一般政府債務残高、経常収支については特に断りのない限りIMFより作成。 6.0 4.9 5.8 4.4

（出所）IMF"World Economic Outlook"（21年４月）２．日本の財政収支及び債務残高のカッコ内は、国・地方合計の年度（４月～３月）の値。内閣府「中長期の経済財政に関する試算」より作成。

３．インドは年度（４月～３月）の数値。 （下線は21年７月にアップデートされた数値）

OECD"Economic Outlook"（21年５月）

3.3 2.8 3.0 2.6 2.0

国・地域名

消費者物価（前年比％）
一般政府財政収支
（名目ＧＤＰ比％）

世界

3.7日本 0.5 0.0 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.8 ▲ 0.5 ▲ 0.3

2022年

ＯＥＣＤ，2021年５月

2019年 2020年
21年

2019年 2020年

ＩＭＦ，2021年４月

2019年 2020年 2021年 2022年 2021年
21年

一般政府債務残高
（名目ＧＤＰ比％）

経常収支
（名目ＧＤＰ比％）

2019年 2020年

(▲3.7) (▲11.7)




